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「平成26年度司法書士本試験問題と詳細解説」の発刊にあたって

 平成26年度司法書士筆記試験が， 7月 3日（日）に実施されました。
 司法書士試験の出願者数は，毎年増加傾向にありましたが， 3月の東日本大震災等の影
響によるものか，本年度の出願者数は昨年度と比し，1,938人減（前年比 5 . 8 ％）の31,228
人の大幅減となりました。
 例年およそ30,000人が受験する司法書士試験。この中で，上位900人前後の選ばれた者
のみが合格という栄冠を勝ち取ります。

 筆記試験を受験された皆様は，これまでの学習成果を十分に発揮され全力を尽くされた
こととは思いますが，筆記試験合格発表を待つことなく，なるべく早い段階で，自己の成
績を正確に把握するとともに，筆記試験を分析・復習し，口述試験に備える必要がありま
す。また，次年度以降，司法書士試験を目指される皆様には，本試験の出題傾向並びにそ
の問題のレベル等を知ることは，今後の学習の手掛かりをつかむ上で必須事項です。

 本書は，平成23年度司法書士筆記試験の択一式70問・記述式 2問の全問題並びにその正
解・解答例と詳細な解説（本書の解説は，平成23年 4 月 1 日現在の施行法令に準拠してお
ります）を掲載しておりますので，本年度試験の検討並びに次年度試験対策資料として，
幅広くご活用いただけます。
 また，本書は，平成20年～平成22年までの司法書士口述試験の問題及び解答例を巻末に
収録しておりますので，筆記試験合格後に行われる口述試験対策資料としても，ご活用く
ださい。なお，口述試験の問題を分析することは，次年度以降の筆記試験の出題論点を予
想する際に，一つの有効な手掛かりにもなります。筆記試験対策としても当資料をご活用
いただけることでしょう。

 最後になりましたが，ご多用中にかかわらず，本書の制作にご協力をいただきました本
学院講師陣の皆様に，心より御礼申し上げます。

 平成26年10月　　　　　　
 東京法経学院

（注） 　本書は，平成26年度司法書士筆記試験に出題された問題をベースに，解答等を加えて編集し
た当社のオリジナルな出版物です。収録されている問題・解説等について，無断で複製・複写
をすることを固く禁じます。
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〔午前の部〕
科目 問題番号 正解 難易度 問題形式 出題の趣旨

憲
法

第１問 1 ★★☆ Ｃ 海外渡航の自由
第２問 １ ★☆☆ Ｂ 内閣の法律案の提出権
第３問 ４ ★★☆ Ｂ 司法権の独立

民　
　
　
　
　

法

第４問 １ ★☆☆ Ｂ 未成年者の行為能力
第５問 ３ ★★☆ Ｂ 錯誤による無効と詐欺による取消し
第６問 ５ ★☆☆ Ｂ 無権代理
第７問 ２ ★★☆ Ｂ 詐欺による取消しと登記の要否
第８問 ３ ★★☆ Ｂ 動産物権変動の対抗要件
第９問 １ ★☆☆ Ｂ 占有回収の訴え
第10問 ５ ★☆☆ Ｂ 相隣関係
第11問 ３ ★★☆ Ａ 留置権と同時履行の抗弁権
第12問 ３ ★★☆ Ｂ 地役権
第13問 ４ ★★☆ Ｂ 抵当権の物上代位
第14問 ４ ★☆☆ Ｂ 法定地上権
第15問 ２ ★★★ Ｃ 集合動産譲渡担保
第16問 ４ ★☆☆ Ａ 受領遅滞
第17問 ３ ★☆☆ Ｂ 売主の担保責任
第18問 ３ ★★☆ Ｂ 転貸借
第19問 ５ ★☆☆ Ｂ 請負と委任の異同
第20問 ４ ★☆☆ Ｂ 身分行為の変動と氏の変動
第21問 １ ★☆☆ Ｂ 婚姻要件及び婚姻取消事由
第22問 ３ ★☆☆ Ｂ 代襲相続の生じる範囲
第23問 ５ ★★☆ Ｂ 遺産分割

刑
法

第24問 ４ ★☆☆ Ｂ 故意
第25問 ４ ★☆☆ Ｂ 住居侵入罪等
第26問 ２ ★☆☆ Ｂ 不法領得の意思の要否

商
法
・
会
社
法

第27問 ５ ★☆☆ Ｂ 会社の設立
第28問 ２ ★☆☆ Ｂ 株式と社債の異同
第29問 ３ ★☆☆ Ｂ 新株予約権
第30問 ３ ★☆☆ Ｂ 株主総会の決議要件
第31問 ２ ★☆☆ Ｂ 委員会設置会社の執行役
第32問 ２ ★★☆ Ｂ 剰余金の処分
第33問 ４ ★★☆ Ｂ 吸収合併
第34問 ２ ★☆☆ Ｂ 持分会社の定款の定め
第35問 ５ ★★★ Ｂ 商人間の売買

 ＊難易度は，★☆☆－易，★★☆－並，★★★－難を示しています。

平成26年度司法書士試験択一正解番号・出題の要旨一覧
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〔午後の部〕
科目 問題番号 正解 難易度 問題形式 出題の趣旨

民
訴
・
民
保
・
民
執

第１問 ４ ★★☆ Ｃ 管轄及び移送
第２問 ３ ★★★ Ｂ 補助参加
第３問 ４ ★★★ Ｂ 確認の訴え
第４問 ３ ★☆☆ Ｂ 主要事実と間接事実
第５問 ２ ★☆☆ Ｂ 民事訴訟における証拠調べ
第６問 ４ ★★☆ Ｂ 保全異議及び保全取消し
第７問 １ ★★★ Ｂ 担保不動産競売の手続

司士 第８問 ２ ★☆☆ Ｂ 司法書士又は司法書士法人の業務

供
託

第９問 ３ ★☆☆ Ｂ 金銭，有価証券又は振替国債の供託の手続
第10問 ３ ★☆☆ Ｂ 供託金払渡請求権
第11問 ４ ★☆☆ Ｂ 執行供託

不
動
産
登
記
法

第12問 ４ ★☆☆ Ｂ 登記識別情報
第13問 ３ ★☆☆ Ｂ 事前通知
第14問 ２ ★☆☆ Ｂ 却下事由
第15問 ２ ★☆☆ Ｂ 敷地権付き区分建物の登記
第16問 ３ ★★☆ Ｂ 地役権の登記
第17問 ３ ★☆☆ Ｂ 賃借権の登記
第18問 ５ ★☆☆ Ｂ 抵当権
第19問 ５ ★☆☆ Ｂ 共同抵当権等の登記の申請
第20問 ５ ★☆☆ Ｂ 確定前の根抵当権の登記
第21問 ２ ★☆☆ Ｂ 信託の登記
第22問 １ ★☆☆ Ｂ 仮登記
第23問 ２ ★☆☆ Ｂ 不動産登記法上の罰則
第24問 １ ★☆☆ Ｂ 登記原因証明情報
第25問 ２ ★☆☆ Ａ 資格証明情報・代理権限証明情報
第26問 ４ ★☆☆ Ｂ 印鑑証明書
第27問 ３ ★☆☆ Ａ 登録免許税

商
業
登
記
法

第28問 ４ ★☆☆ Ｂ 未成年者及び後見人の登記
第29問 １ ★☆☆ Ｂ 株式会社の設立の登記
第30問 １ ★☆☆ Ｂ 株式譲渡制限の定款の定めに係る登記
第31問 ３ ★★☆ Ｂ 募集株式の発行の登記
第32問 ５ ★★☆ Ｂ 特例有限会社の通常の株式会社への移行の登記
第33問 ５ ★★★ Ｂ 持分会社の登記
第34問 ４ ★☆☆ Ｂ 一般社団法人に関する登記手続
第35問 ４ ★★☆ Ｂ 登録免許税

 ＊出題形式は，Ａ－正誤問題，Ｂ－組合せ問題，Ｃ－個数問題を示しています。
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◆　受験データ

Ⅰ　平成26年度の出願状況について
   平成26年度司法書士の出願者数は，昨年度に比して，1,938人減，増減率で 5 . 8 %減の
31,228人となった。

Ⅱ　過去 5年間の出願者数及び合格者数等の変遷
年度 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

出願者数

（人）

31,878 32,469 33,007 32,558 33,166
＋817 ＋591 ＋538 －449 ＋608

合格者数

（人）

914 919 931 921 948
＋31 ＋ 5 ＋12 －10 ＋27

合格率
3 . 5 % 3 . 4 % 2 . 8 % 2 . 8 % 2 . 8 %
＋ 0 . 7 － 0 . 1 － 0 . 6 ± 0 ± 0

Ⅲ　過去 3年間の合格基準点
年　　　度 合　格　基　準　点

平成20年度

満点262点中189. 5 点以上
 午前の部の試験（多肢択一式問題）については満点105点中84点
に，午後の部の試験のうち多肢択一式問題については満点105点中
78点に，記述式問題については満点52点中19. 5 点に，それぞれ達
しない場合は，それだけで不合格とされた。

平成21年度

満点280点中221. 0 点以上
 午前の部の試験（多肢択一式問題）については満点105点中87点
に，午後の部の試験のうち多肢択一式問題については満点105点中
75点に，記述式問題については満点70点中41. 0 点に，それぞれ達
しない場合は，それだけで不合格とされた。

平成22年度

満点280点中212. 5 点以上
 午前の部の試験（多肢択一式問題）については満点105点中81点
に，午後の部の試験のうち多肢択一式問題については満点105点中
75点に，記述式問題については満点70点中37. 5 点に，それぞれ達
しない場合は，それだけで不合格とされた。

 ※ 平成26年度の合格推定点は，「平成26年度試験問題分析」をご覧下さい。







（26）　試　験　問　題（午前の部）

注　　　意

⑴  別に配布した答案用紙の該当欄に，試験問題用紙裏面の記入例に従って，受験地，受
験番号及び氏名を必ず記入してください。答案用紙に受験地及び受験番号をマークする
に当たっては，数字の位を間違えないようにしてください。

⑵  試験時間は， 2時間です。
⑶  試験問題は，全て多肢択一式で，全部で35問あり，105点満点です。
⑷  解答は，答案用紙の解答欄に，正解と思われるものの番号の枠内を，答案用紙に印刷
されているマーク記入例に従い，濃く塗りつぶす方法で示してください。

⑸  各試験問題の正解は，全て一つです。したがって，解答欄へのマークは，各問につき
1か所だけにしてください。二つ以上の箇所にマークがされている欄の解答は，無効と
します。解答の訂正をする場合には，プラスチック消しゴムで完全に消してから，該当
欄の枠内をマークしてください。

⑹  答案用紙への記入は，鉛筆（HB）を使用してください。
⑺  該当欄の枠内をマークしていない解答及び鉛筆を使用していない解答は，無効としま
す。

⑻  答案用紙に受験地，受験番号及び氏名を記入しなかった場合は，採点されません（試
験時間終了後，これらを記入することは，認められません。）。
⑼  答案用紙は，汚したり，折り曲げたりしないでください。
⑽  試験問題のホチキスを外したり，試験問題のページを切り取る等の行為は，認められ
ません。

⑾  試験時間中，不正行為があったときは，その者の受験は，直ちに中止され，その答案
は，無効なものとして扱われます。

⑿  試験問題に関する質問には，一切お答えいたしません。
⒀  試験問題は，試験時間終了後，持ち帰ることができます。
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午前の部・問題

第 1問 検閲に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの
組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。
ア  検閲とは，表現行為に先立ち公権力が何らかの方法でこれを抑制すること及び
実質的にこれと同視することができる影響を表現行為に及ぼす規制方法をいう。

イ  検閲の禁止は，絶対的禁止を意味するものではなく，検閲に当たる場合であっ
ても，厳格かつ明確な要件の下で検閲が許容される場合はあり得る。

ウ  裁判所の仮処分による出版物の事前差止めは，訴訟手続を経て行われるもので
はなく，争いのある権利関係を暫定的に規律するものであって，非訟的な要素を
有するものであるから，検閲に当たる。

エ  教科用図書の検定は，不合格となった図書をそのまま一般図書として発行する
ことを何ら妨げるものではないから，検閲には当たらない。

オ  書籍や図画の輸入手続における税関検査は，事前に表現物の発表そのものを禁
止するものではなく，関税徴収手続に付随して行われるものであって，思想内容
それ自体を網羅的に審査し，規制することを目的とするものではない上，検査の
主体となる税関も思想内容の規制をその独自の使命とする機関ではなく，当該表
現物に関する税関長の通知につき司法審査の機会が与えられているから，検閲に
は当たらない。
1  アイ　　　　 2　アエ　　　　 3　イウ　　　　 4　ウオ　　　　 5　エオ





解説編の表記・略称

1　解説編における条文の表記（略記）

   本文カッコ書きの法条数にについては，条数はアラビア数字によって，頁数はローマ
数字によって，号数は丸囲みの数字によって略記した。

 （例） 〔（民111Ⅰ①） ＝ 民法111条 1 項 1 号〕
     （○○本） ＝ ○○本文，（○○但） ＝ ○○但書 
     （○○前） ＝ ○○前段，（○○後） ＝ ○○後段 

2 　解説編におけるおもな法令等の略記 （五十音順）
本 文 中 の 表 記 法 令 名

会社法○条（会○） 会社法
供託規○条（供託規○） 供託規則
供託法○条（供託○） 供託法
刑法○条（刑○） 刑法
憲法○条（憲○） 憲法
裁判所法（裁○） 裁判所法
司書法（司書○） 司法書士法
司書規○条（司書規○） 司法書士法施行規則
商法○条（商○） 商法
商登法○条（商登○） 商業登記法
信託法○条（信託○） 信託法
人訴法（人訴○） 人事訴訟法
整備法（整備○） 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律
登録税法○条（登録税○） 登録免許税法
破産法○条（破○） 破産法
不登法○条（不登○） 不動産登記法
不登令○条（不登令○） 不動産登記令
不登規則○条（不登規○） 不動産登記規則
民法○条（民○） 民法
民執法（民執法○） 民事執行法
民訴法○条（民訴○） 民事訴訟法
民保法○条（民保○） 民事保全法
民保規○条（民保規○） 民事保全規則

⎡
⎢
⎣

⎤
⎥
⎦
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午前の部・解説

試験問題（午前の部）解説
◆　憲　法

 第 1問 　正解　 5　　難易度　★☆☆

本問は，検閲に関する出題である。

ア 誤り。憲法21条 2 項前段は，「検閲は，これをしてはならない」と規定するが，この「検
閲」の意義について，判例（最大判昭和59・12・12）は，「「検閲」とは，行政権が主体
となって，思想内容等の表現物を対象とし，その全部又は一部の発表の禁止を目的とし
て，対象とされる一定の表現物につき網羅的一般的に，発表前にその内容を審査した上，
不適当と認めるものの発表を禁止することを，その特質として備えるものを指す」とし
ている。表現行為に先立ち公権力が何らかの方法でこれを抑制すること一般を意味する
わけではない。

イ 誤り。検閲を禁止した憲法21条 2 項前段の規定について，前記判例（最大判昭59・
12・12）は，「憲法が，表現の自由につき，広くこれを保障する旨の一般的規定を同条
1項に置きながら，別に検閲の禁止についてかような特別の規定を設けたのは，検閲が
その性質上表現の自由に対する最も厳しい制約となるものであることにかんがみ，これ
については，公共の福祉を理由とする例外の許容（憲法12条，13条参照）をも認めない
趣旨を明らかにしたものと解すべきである。」としている。したがって，検閲が許容さ
れる場合があるとする本肢は，誤っている。

ウ 誤り。判例（北方ジャーナル事件，最大判昭和61・ 6 ・11）は，「一定の記事を掲載
した雑誌その他の出版物の印刷，製本，販売，頒布等の仮処分による事前差止めは，裁
判の形式によるとはいえ，口頭弁論ないし債務者の審尋を必要的とせず，立証について
も疎明で足りるとされているなど簡略な手続によるものであり，また，いわゆる満足的
仮処分として争いのある権利関係を暫定的に規律するものであって，非訟的な要素を有
することを否定することはできないが，仮処分による事前差止めは，表現物の内容の網
羅的一般的な審査に基づく事前規制が行政機関によりそれ自体を目的として行われる場
合とは異なり，個別的な私人間の紛争について，司法裁判所により，当事者の申請に基
づき差止請求権等の私法上の被保全権利の存否，保全の必要性の有無を審理判断して発
せられるものであって」，検閲に当たらないとしている。

エ 正しい。判例（第一次家永教科書事件上告審，最判平成 5・ 3・16）は，教科書検定
は，不合格となった図書を一般図書として発行することを妨げるものではなく，発表禁
止目的や発表前の審査などの特質がないから，検閲に当たらず，憲法21条 2 項前段の規
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定に違反しないとしている。
オ 正しい。税関検査について，前記最大判昭和59年12月12日は，①税関検査により表現
物の輸入が禁止されるだけであって，発表そのものを禁止するわけではないこと，②税
関検査は関税徴収手続に付随して行われるものであって，思想内容それ自体を網羅的に
審査し，規制することを目的とするものではないこと，③税関は思想内容の規制をその
独自の使命とする機関ではなく，当該表現物に関する税関長の通知につき司法審査の機
会が与えられていること等を理由に，検閲に当たらないとしている。

 以上により，判例の趣旨に照らし正しいものはエ及びオであるから， 5が正解となる。

 第 2問 　正解　 2　　難易度　★★☆

本問は，国会に関する出題である。

1  誤り。国政調査権は，立法，予算審議，行政監督等議院に与えられた権能を実効的に
行使するために認められた補助的権能と解されている。立法のために特別に与えられた
権限ではなく，その対象が立法をするのに必要な範囲に限られるわけではない。この国
政調査権は，司法権や検察権との関係で制約があるが，一般行政との関係では，議院内
閣制の下，内閣は行政権の行使について国会に対して連帯して責任を負うから（憲66Ⅲ），
行政権全般にわたって国政調査権が及び，個別具体的な行政事務の処理の当否も調査の
対象となる。
2  正しい。両議院は，各々その総議員の 3分の 1以上の出席がなければ，議事を開き議
決することができない（憲56Ⅰ）。議決をすることができないだけでなく，議事を開く
こともできないことに注意する必要がある。
3  誤り。予算について，参議院で衆議院と異なった議決をした場合に，法律の定めると
ころにより，両議院の協議会を開いても意見が一致しないとき，又は参議院が，衆議院
の可決した予算を受け取った後，国会休会中の期間を除いて30日以内に，議決しないと
きは，衆議院の議決が国会の議決とされる（憲60Ⅱ）。本肢のように，参議院が衆議院
と異なった議決をし，衆議院で出席議員の 3分の 2以上の多数で再び議決したときに衆
議院の優越が認められるのは，法律案である（憲59Ⅱ）。
4  誤り。両議院の議員は，議院で行った演説，討論又は表決について，院外で責任を問
われない（憲51）。この規定の意味に関し，判例（最判平成 9・ 9・ 9）は，国会議員
がその職務を行うに際して行った発言は，仮にその発言が故意又は過失による違法な行
為であるとしても，憲法51条により，公務員である国会議員個人は，その責任を負わな
いが，国会議員が国会で行った質疑等につき，国の賠償責任（国賠 1Ⅰ）は，当該国会
議員が，その職務とはかかわりなく違法又は不当な目的をもって事実を知りながらあえ


